
令和７年度 第１回士別市保健医療福祉対策協議会

日 時 令和７年８月 26 日（火) 午後６時 30 分

場 所 士別市民文化センター研修室（１階）

１．開 会

２．委嘱状交付

３．挨 拶

４．議 題

（１）専門部会の設置及び委員の選出について

（２）令和６年度健康福祉部関係の決算に係る主要施策の成果報告について

【資料１】

（３）その他

５．閉 会



資料１

令和６年度健康福祉部関係の決算に係る主要施策の成果報告

課名 ページ 課名 ページ

地域福祉課 １ ～ ６ こども・子育て応援課 ７ ～ 11

高齢者福祉課 12 ～ 19 保健福祉センター 20 ～ 21



（単位：千円）

担 当 部 署

21,071 17,429 3,642 地域福祉課

・住民税非課税世帯　　166世帯 16,600
・システム委託料 468
・郵便料 50
・その他事務費等 311

29,380 16,683 12,697 地域福祉課

・住民税均等割のみ課税世帯　　　159世帯 15,900
・システム委託料 468
・郵便料 40
・その他事務費等 275

7,749 2,503 5,246 地域福祉課

・住民税非課税世帯　　　　　　　15世帯（児童25人） 1,250
・住民税均等割のみ課税世帯　　　10世帯（児童13人） 650
・システム委託料 524
・その他事務費等 79

94,403 68,186 26,217 地域福祉課

・住民税非課税世帯　　　　　　　2,224世帯 66,720
・郵便料 775
・その他事務費等 691

5,202 2,139 3,063 地域福祉課

・住民税非課税世帯　　　　　　 　61世帯（児童　103人） 2,060
・郵便料 7
・その他事務費等 72

№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

1 物価高騰に伴う住
民税非課税世帯給
付金

　国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、令和5年度住民税所得割があ
り、全員が令和6年度住民税非課税の世帯に10万円/世帯の支援金を給付した。

2 住民税均等割課税
世帯給付金給付事
業

　国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、令和5年度住民税所得割があ
り、令和6年度住民税均等割のみ課税の世帯に10万円/世帯の支援金を給付した。

3 住民税非課税子育
て世帯等給付金給
付事業

　国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、令和5年度住民税所得割があ
り、令和6年度住民税非課税または住民税均等割のみ課税の世帯に、児童1人当たり5万円の
支援金を上乗せ給付した。

4 住民税非課税世帯
給付金（R6国補
正）

　国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、令和6年度住民税非課税世帯に
3万円/世帯の支援金を給付した。

5 子育て世帯等給付
金（R6国補正） 国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、令和6年度住民税非課税世帯の子

育て世帯に、児童1人当たりに2万円の支援金を上乗せ給付した。
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担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

1,526 1,526 0 地域福祉課

・福祉ボランティア育成事業補助金 1,526

160 160 0 地域福祉課

25,009 25,008 1 地域福祉課

・社会福祉協議会運営事業補助金 25,008

1,944 1,944 0 地域福祉課

・福祉活動専門員設置事業補助金 1,944

4,430 3,893 537 地域福祉課

（交付件数）
・高齢者世帯　　　　　　432世帯
・障がい者世帯　　　　　 22世帯
・ひとり親世帯　　　　　 79世帯
・生活保護世帯　　　　　110世帯　
　　　　　　　　　　　　643世帯
・事業費　　　　 3,858
・事務費　　　　　 35

325 154 171 地域福祉課

2,615 2,520 95 地域福祉課

・対象者　　　　92名 2,402
・印刷製本費 118

6 福祉ボランティア
育成事業 　ボランティア団体の育成や会員の拡大、事業活動の推進を図るため、事業経費の一部を

助成した。

7 ふれあい広場開催
事業 　ノーマライゼーションの周知・普及・定着を図ることを目的に、士別市社会福祉協議会

が主催する「ふれあい広場」の開催を支援した。

8 社会福祉協議会補
助事業 　地域福祉の推進の拠点となる、士別市社会福祉協議会の事務局職員の人件費について補

助した。

9 福祉活動専門員設
置補助事業 　社会福祉活動の推進を図るため、士別市社会福祉協議会に対して事務局長人件費の一部

を助成した。

10 福祉灯油助成事業
　灯油価格の高騰に伴い、暖房用燃料費の確保が困難な世帯に対して、暖房用燃料費とし
て6,000円/世帯を現金支給した。

11 地域福祉計画策定
事業 　市民の生活全般にわたる福祉向上を図るため、令和５年度に実施したアンケート調査結

果報告書を基に士別市地域福祉計画を策定した。

12 心身障がい者ハイ
ヤー料金等助成事 　障がい者等の社会参加の促進と福祉の増進を図るため、ハイヤー運賃または、自家用車

の燃料費を助成した。
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担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

248 241 7 地域福祉課
・上川北部精神保健協会 38
・士別手をつなぐ育成会 54
・士別肢体不自由児者父母の会 27
・士別市身体障害者福祉協会 122

950 950 0 地域福祉課

・福祉の店障がい者就業事業補助金 950

3,050 2,360 690 地域福祉課

・障がい者在宅入浴サービス　　　　　　　　　　　4人 2,100
・障がい者在宅配食サービス　　　　　　　　　　　5人 87
・障がい者在宅除雪サービス　　　　　　　　　　　4人 139
・障がい者在宅緊急通報サービス　　　　　　　　　1人 33
・要援護者等移動支援助成事業　　　　　　　　　　1人 1

196 127 69 地域福祉課

・士別市障がい者団体等市外活動等交通費助成事業補助金 127

634 634 0 地域福祉課

・バス運行委託料 634
　　委託先　　　　　 （社）北海道療育園
　　委託期間　　　　　 4月から11月の8ヵ月間（毎週金曜日）
　　実利用者数　　　 　2人
　　延べ利用回数　　　49回

　会員相互の福祉の増進を図るため、社会福祉団体の活動を支援した。
13 社会福祉団体運営

補助事業

14 福祉の店障がい者
就業補助事業 　障がい者の社会参加の促進を図るため、福祉の店シュペツ運営委員会に対し、就業費の

一部を助成した。

15 障がい者在宅サー
ビス事業 　障がい者が健全で安らかな生活を営むことができるよう、日常生活を送る上で必要な

サービスを提供した。

16 障がい者団体等市
外活動等交通費助
成事業

　障がい者の社会参加の促進を図るため、研修事業や各種大会等に参加する場合の交通費
の一部を助成した。

17 重症心身障がい児
等通園送迎事業 　在宅重症心身障がい児（者）が北海道療育園に通園し、日常生活動作・運動機能等に係

る訓練・指導等必要な療育を受けることができるよう、送迎業務を委託した。

-3-



担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

1,398 150 1,248 地域福祉課

・利用対象者　13名 150

3,000 3,000 0 　障がい者施設等従事者を確保するため、時限的な対策として各種助成を 地域福祉課
・支度金補助　　　　　　　11件 1,800
・リスタート支援補助　　　 2件 400
・従事者確保・定着補助　　 4件 800

753,762 730,578 23,184 　障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスを提供した。 地域福祉課
・障がい者自立支援給付費 728,699
・自立支援給付費国庫負担金返還金 1,871
・自立支援給付費道費負担金返還金 8

6,857 3,265 3,592 地域福祉課
・交付　20件、修理　10件 3,265

6,133 5,758 375 地域福祉課

・特別障がい者等手当給付事業 5,758
・特障　15名、児福　5名

61,047 46,737 14,310 　障害者総合支援法に基づく自立支援更生医療費等を支給した。 地域福祉課
・自立支援更生医療費 23,948
・自立支援療養介護医療費 8,726
・自立支援医療費国庫負担金返還金 12,208
・自立支援医療費道費負担金返還金 1,855

　障害者総合支援法に基づく補装具費を支給した。

18 障がい児通所支援
事業 　こども通園センター「のぞみ園」及び放課後等デイサービスセンター「青空」以外の障

がい児通所施設の利用料を助成し、利用者の負担軽減を図った。

19 障がい者施設等従
事者確保緊急支援

20 障がい者自立支援
給付事業

21 身体障がい者補装
具給付事業

22 特別障がい者手当
等給付事業 　重度の障がいで常時特別の介護を必要とする障がいが２つ以上ある者、又はそれと同等

以上の状態にある者に手当を支給した。

23 自立支援医療事業
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担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

28,765 27,147 1,618 　障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業を実施した。 地域福祉課
・事業費 22,087
・日常生活用具給付　900件
・日中一時支援　1人
・移動支援    　5人
・地域活動支援センター運営委託料 5,060

139 59 80 59 地域福祉課

5,115 4,277 838 地域福祉課
・相談支援員人件費　　1人 3,584
・事務費等 86
・国庫補助金返還金（過年度分） 607

246,682 226,519 20,163 １　生活保護扶助費 189,728 地域福祉課
生活保護の種類別延べ件数及び金額
・生活扶助　　　　　　　1,401件 66,252
・住宅扶助　　　　　　　1,320件 24,244
・教育扶助　　　　　　　　 24件 489
・出産扶助　　　　　　　　　0件 0
・生業扶助　　　　　　　　 25件 630
・葬祭扶助　　　　　　　　　0件 0
・就労自立給付金　　　　　　1件 33
・保護施設事務費　　　　　 12件 2,467
・進学準備給付金　　　　　　1件 300
・医療扶助　　　　　　　1,349件 90,414
・介護扶助　　　　　　　　392件 4,899
　　　　　　生活保護者延べ人数　1,788人、保護率 0.90%
２　生活保護返還金 36,791

　生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者への各種相談に対応し自立を促進した。

24 地域生活支援事業

25 意思疎通支援者等
養成事業 　聴覚障がい者の自立と社会参加の促進を図るため、要約筆記者派遣時の負

担軽減に資する備品等を支援した。

26 生活困窮者自立支
援事業

27 生活保護扶助事業
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担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

3,280 3,280 0 地域福祉課

しべつ整形外科クリニック（令和元年５月８日開業）
・設置費助成金 605
しべつ眼科（令和４年６月１日開業）
・設置費助成金 639
・賃借料助成金 2,036

17,430 17,427 3 ・上士別医院　経営委託料 9,026 地域福祉課
・多寄医院　　指定管理料 7,056
・維持管理費 1,345

10,982 10,233 749 ・医事一体型電子カルテシステム 3,509 地域福祉課
・Ｘ線撮影・読影装置 3,960
・ポータブルⅩ線撮影装置 2,739
・消毒盤台一枚用 25

13,300 13,043 257 ・経営委託料 9,026 地域福祉課
・維持管理費 4,017

1,386 1,238 148 ・居室石油給湯器修繕 396 地域福祉課
・検査データ管理システム 842

28 開業医誘致助成事業
　地域医療体制の安定・拡大を図るため、開業医に開設・運営に要する費用の一部を助成
した。

29 上士別・多寄診療
所管理運営事業

30 上士別・多寄診療
所整備事業

31 あさひクリニック
管理運営事業

32 あさひクリニック
整備事業
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（単位：千円）

担 当 部 署

25,711 24,462 1,249 こども・子育て応援課

・保育所数　　２か所（上士別保育園・多寄保育園）
・保育児童数　　13人（上士別保育園 ９人・多寄保育園 ４人）

700 242 458 こども・子育て応援課

・令和５年度返還金（国費） 175
・令和５年度返還金（道費） 67

3,893 3,892 1 こども・子育て応援課

・きら　　
　　開設日 251日　　　利用延べ人数　2,568人
・移動型きら（あさひ認定こども園内）
　　開設日　24日　　　利用延べ人数　 　93人

89 32 57 こども・子育て応援課

・利用実績　　 ２世帯（４回） 32

232 107 125 こども・子育て応援課

・職員研修費補助　　３件
・体験教室経費補助　３件

233 66 167 こども・子育て応援課

・イベント等による啓発活動　　３回
・広報紙による啓発活動　　　　３回
・子どもの権利救済委員会開催　４回

　保育を要する児童の健全な育成を図るとともに、各保育所の管理運営を委託した。

№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

33 地域保育所管理運
営委託事業

34 入所助産実施事業
　経済的理由により入院助産を受けることができない妊産婦に、入院助産に要した費用の
一部を助成するもの。令和６年度の助成実績はないが、国・道交付金の前年度事業費精算
に伴い返還が生じた。

35 つどいの広場運営
事業 　子育て中の親子が気軽に集い相互交流を図るほか、子育て相談などの育児支援を行い、

安心して子育てができる環境を整備するため、つどいの広場「きら」を運営した。

36 ひとり親家庭等交
通費支援事業 　ひとり親家庭等の児童が、士別市立病院小児科の診療時間外に名寄市立総合病院小児科

を受診する際、ハイヤーを利用した世帯に対し交通費の助成をした。

37 すくすく子育て支
援事業 　幼稚園の職員を対象とした研修費の補助、及び児童を対象とした体験教室にかかる経費

の補助を行った。

38 子どもの権利推進
事業 　子どもの権利に関する市民への啓発や子どもの権利侵害に関する相談体制の充実を図っ

た。また、子どもの権利救済委員会を設置し、個別ケースの相談・助言を受けた。
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担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

1,000 783 217 こども・子育て応援課

・子育て特典登録者数　　　  790人

8,183 7,483 700 こども・子育て応援課

・出産応援給付金　　63件×50,000円 3,150
・子育て応援給付金　53件×50,000円 2,650
・事務費等 1,683

165,057 164,771 286 こども・子育て応援課

・児童手当支給に要する経費 163,176
　３歳未満　　　　　　　　：受給者数　 98人／対象児童数　107人
　３歳以上小学校修了前　　：受給者数　433人／対象児童数　662人
　小学校修了後中学校修了前：受給者数　263人／対象児童数　288人
　中学校修了後高校修了前　：受給者数　273人／対象児童数　306人　　
・制度改正に伴うシステム改修経費 1,595

52,190 51,694 496 こども・子育て応援課

・受給資格者数　123人
（全部支給 52人　一部支給 53人　全部停止 18人）

39 子育て世帯サ
フォークポイント 　サフォークポイント取扱加盟店で買い物をした中学生以下の子どもがいる子育て特典登

録者に、子育てポイントを２倍進呈した。

40 出産・子育て応援
交付金事業 　全ての妊婦・子育て世代が安心して出産・子育てできるよう、妊娠期から出産・子育て

まで一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型相談支
援の充実を図った。また、妊娠の届出や出生の届出を行った妊婦・子育て世帯等に対し、
出産・子育て応援給付金を支給した。

41 児童手当支給事業
　子どもの健全育成と家庭における生活の安定のため、児童手当を支給した。制度改正に
より令和６年10月分から支給対象が高校生まで拡充され、あわせて改正に伴うシステム改
修等を行った。

42 児童扶養手当支給
事業 　母子家庭等の児童福祉の増進を図るため、父又は母と生計を同じくしていない児童を養

育している世帯に対し、児童扶養手当を支給した。
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担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

1,620 1,220 400 こども・子育て応援課

・支給世帯数　24人
　（小学校 ７人　　高校 ９人　　大学等 ８人）

16,022 15,184 838 こども・子育て応援課

・サービス等利用計画作成数　69件
・モニタリング報告作成数　　123件
・運営費（うち会計年度任用職員　　３名　13,657千円） 15,184
□会計年度任用職員以外の職員　　　１名　　　※予算・決算額に含まない 8,224

29,389 27,555 1,834 こども・子育て応援課

・実通園者数     　89人
　（士別市65人、剣淵町 8人、和寒町 10人、幌加内町 6人)
・開設日数　    　243日
・延べ通園者数　1,853人
・運営費（うち会計年度任用職員　　５名　24,135千円） 27,555
□会計年度任用職員以外の職員　　　３名　　　※予算・決算額に含まない 17,851

43,327 40,677 2,650 こども・子育て応援課

・登録者数（放課後等デイサービス事業）　　37人
・　〃（保育所等訪問支援事業〔内訪問支援事業単独人数〕）31〔11〕人
・開設日数　　　   241日
・延べ利用者数　 3,428人
・運営費（うち会計年度任用職員　　12名　37,026千円） 40,677
□会計年度任用職員以外の職員　　　３名　　　※予算・決算額に含まない 22,673

43 ひとり親家庭等児
童入学資金支給事
業

　ひとり親家庭の経済的負担を軽減するため、小学校入学、高校・大学等に進学する子を
もつひとり親家庭に入学支度資金を支給した。

44 児童相談支援セン
ター運営事業 　子どもの発達等について総合的な相談支援を行うため、児童相談支援センター「虹」を

運営した。

45 こども通園セン
ター運営事業 　心身に障がい又は発達の遅れが疑われる児童とその家族に対し、日常生活における基本

的動作及び集団生活へのに適応訓練を実施するため、こども通園センター「のぞみ園」を
運営した。

46 放課後等デイサー
ビスセンター運営
事業

　心身に障がい又は発達の遅れが疑われる児童に対し、生活能力向上のための指導や社会
との交流を促進するため、放課後等デイサービスセンター「青空」を運営した。また、支
援員が子どもセンター等を訪問し支援を行う保育所等訪問支援事業を実施した。
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担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

91,810 88,687 3,123 こども・子育て応援課

・開設日数　293日
・児童数　　 88人
・運営費（うち会計年度任用職員　23人　69,380千円） 88,687
□　会計年度任用職員以外の職員　８人　　※予算・決算額に含まない 45,061

24,962 23,648 1,314 こども・子育て応援課

・開設日数　　　293日
・児童数　　　 　14人
・運営費（うち会計年度任用職員　６人　15,887千円） 23,648
□　会計年度任用職員以外の職員　２人　　※予算・決算額に含まない 15,365

93,226 84,237 8,989 こども・子育て応援課

・開設日数　293日
・児童数　　100人
・運営費（うち会計年度任用職員　19人　60,571千円） 84,237
□　会計年度任用職員以外の職員　11人　　※予算・決算額に含まない 62,811

12,229 11,651 578 こども・子育て応援課

・延べ利用者数　3,727人
・開設日数　　　292日
・育児相談　　　425件
・運営費（うち会計年度任用職員　　４名　11,200千円） 11,651
□会計年度任用職員以外の職員　　　３名　　　※予算・決算額に含まない 21,319

657 657 0 こども・子育て応援課

・指定団体　子育てサポートむっくり
・登録者数　　　24人
・利用延べ人数　225人　　

　児童福祉法に基づき、北星保育園で保育を実施した。

　児童福祉法に基づき、あさひ認定こども園で保育を実施した。

　児童福祉法に基づき、あいの実保育園で保育を実施した。

47 北星保育園管理運
営事業

48 あさひ認定こども
園管理運営事業

49 あいの実保育園管
理運営事業

50 子育て支援セン
ター運営事業 　子育て家庭への育児支援と子育て情報の発信を行うため、子育て支援センター「ゆら」

を運営した。

51 特別保育推進事業
　保護者が就労等の理由で、利用している保育施設の開設時間外等の保育が必要となった
場合に、市が指定する団体に特別保育を依頼した場合の保育料の一部を支援した。
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担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

9,753 6,512 3,241 こども・子育て応援課

・設置施設
　あけぼの子どもセンター
　ほくと子どもセンター

8,380 7,891 489 こども・子育て応援課

・妊婦面談　54件
・産後訪問　92件
・サポートプラン作成数　　36件
・要支援・要保護等登録数　180件

5,998 5,407 591 こども・子育て応援課

・登録者数　多寄　20人　　温根別　12人
・開設日数　多寄　192日　　温根別　196日
・延べ利用者数　多寄　2,695人　　温根別　1,709人

52 子どもセンター整
備事業費 　児童の熱中症のリスク軽減を図るため、子どもセンターの空調設備工事を実施した。

53 こども家庭セン
ター事業費 　妊産婦や乳幼児の保護者の相談に対する「子育て世代包括支援センター（母子保健機

能）と、様々な心配事をかかえた子どもやその家庭の相談に対応する「家庭児童相談室
（児童福祉機能）」を統合し、「こども家庭センター」として一体的な相談支援を行っ
た。

54 放課後子ども教室
推進事業 　多寄地区及び温根別地区の小学生の放課後における居場所づくりのため放課後子ども教

室を設けた。
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（単位：千円）

担 当 部 署

35,730 35,346 384 　　介護事業所・障がい施設を運営する法人等に応援金を交付した。 地域福祉課
・介護事業所　16法人 28,613 高齢者福祉課
・障がい施設　 3法人 6,733

6,901 4,191 2,710 高齢者福祉課

7,900 6,988 912 高齢者福祉課

・敬老事業開催助成　対象者4,278人 6,325
・敬老祝金品支給　　白寿21人　　米寿206人 663

6,665 5,982 683 高齢者福祉課

・委託料 5,886
・事務費 96

11,120 8,688 2,432 高齢者福祉課

・利用者　216人

141 58 83 　低所得者に介護サービス利用者負担軽減施策を実施した。 高齢者福祉課
・社会福祉法人等の介護サービス利用料軽減　　1人
・ホームヘルプ・デイサービス利用者負担軽減　2人

2,181 1,701 480 高齢者福祉課

　老人クラブ数：23クラブ　　　　会員数：576人　

№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

55 介護・障がい施設
物価高騰応援金事
業

56 権利擁護支援業務
委託事業 　権利擁護支援を必要とする者の相談支援体制の充実を図るため、権利擁護支援業務を委

託して実施した。

57 敬老事業開催助成
及び敬老祝金支給
事業

　自治会の敬老事業に対して補助金を交付し、地域で長寿を祝うとともに白寿と米寿のお
祝いを贈呈した。

58 敬老バス乗車証交
付事業 　高齢者の外出支援のため、満70歳以上の申請者に敬老バス乗車証を交付した。

59 除雪サービス事業
　緊急時の避難路を確保し、冬期間の在宅生活の安全を確保するため、除雪労力の確保が
困難な高齢者等に除雪サービスを提供した。

60 介護保険利用料軽
減対策事業

61 老人クラブ連合会
及び老人クラブ補
助事業

  高齢者が地域の老人クラブに加入し、豊かな経験や知識、能力を活かして生きがいと健
康作りに励めるよう、各クラブへ活動費を補助した。
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担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

246,271 244,329 1,942 高齢者福祉課

・令和６年度末現在措置者数 119人（桜丘荘86人、市外施設33人）
・養護老人ホーム措置費 244,305
・事務費等 24

1,295 1,068 227 朝日支所地域生活課

・入浴助成　大人2,662人（和が舎861人、日向1,801人） 1,068
           子ども   0人（和が舎  0人、日向    0人）

5,713 4,442 1,271 高齢者福祉課

・職場体験　13人　　・研修費貸付　１人　　・研修費補助等　15件 4,442

5,800 5,057 743 高齢者福祉課

・個人向け　24件　　事業所向け　13件　 5,057

752 544 208 高齢者福祉課

2,065 1,580 485   自立した高齢者に対するサービス費用の7割～9割分を助成した。 高齢者福祉課
・福祉用具購入費　 　　　　6件 201
・住宅改修費　　　　　　　21件 1,347
・住宅改修理由書作成料　　17件 32

2,144 2,144 0 高齢者福祉課

・利用者　73人　　　・送迎回数述べ　835回

62 老人保護措置事業
　生活環境上、身体上、精神上及び経済的理由で、在宅において生活することが困難な高
齢者の生活安定を図るため、施設への入所措置を行った。

63 高齢者等入浴料助
成事業 　「和が舎」及び「日向温泉」の両施設の入浴料について、収入要件以下の70歳以上、ひ

とり親家庭、身体・精神障がい者等及び生活保護受給者に、入浴料の４分の３を助成し
た。

64 介護従事者新規就
労定着支援事業 　市内介護事業所に新規に就職する介護従事者の確保及び定着を図るため、高校生を対象

に介護施設の職場体験を実施するとともに、介護初任者・実務者研修の受講費用の一部貸
付やその他補助事業を行った。

65 介護従事者確保緊
急支援事業 　時限的な施策として介護従事者不足を解消するため、個人や事業所に対し

て各種補助事業を行った。

66 老人クラブ連合会
運営事業 　老人クラブ活動の活性化を図るため、地域の老人クラブの連合体である「老人クラブ連

合会」事務局として運営を支援した。

67 自立支援在宅生活
支援助成事業

68 要援護者等移動支
援助成事業 　公共交通機関を利用することが困難な在宅の要介護者等が、訪問介護員等が同行してハ

イヤーで通院する際の交通費を助成した。
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担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

18,466 17,662 804 高齢者福祉課

・アドバイザー業務委託料 2,698
・システム業務委託料 4,501
・システム端末購入費 10,463

45,980 45,980 0 高齢者福祉課
・指定管理者　　社会福祉法人三愛会
・指定管理料 45,980

15,119 15,119 0 高齢者福祉課
・指定管理者　　社会福祉法人三愛会
・指定管理料 15,119

39,618 36,219 3,399 高齢者福祉課

・開館日数
　健康増進施設　　　　　　　　　　 306日
　入浴施設（ぷらっと）　　　　　　 297日
・利用者数
　健康増進施設　　　　　延べ　　17,098人
　入浴施設（ぷらっと）　延べ　　16,051人
・運営費（うち会計年度任用職員　9人　16,503千円） 36,219
□　会計年度任用職員以外の職員　3人 26,021

25,234

3,670 3,670 0 高齢者福祉課

・いきいきクラブ　　　　延べ 　173人
・出張所サフォークジム　延べ 　1,167人
・サフォーク元気クラブ　延べ   6,573人

　指定管理者制度を活用し、養護老人ホーム士別桜丘荘の管理運営を委任した。

　指定管理者制度を活用し、特別養護老人ホーム士別コスモス苑の管理運営を委任した。

69 医療介護連携ネッ
トワーク事業 　医療介護連携ICTの構築に向けて、専門知識を持ったファシリテーターを招聘し、関係機

関とのワークショップやグループワーク、セミナーを開催し、システムの有効性の認識を
深める取り組みを行った。

70 桜丘荘運営事業

71 コスモス苑管理運
営事業

72 いきいき健康セン
ター管理運営事業 　市民の健康増進と衛生管理を保つため、「いきいき健康センター」及び入浴施設「ぷ

らっと」の管理運営を行った。

73 いきいき健康セン
ター介護予防事業 　介護予防・認知予防のための取組みとして「いきいきクラブ」「サフォーク元気クラ

ブ」「出張所サフォークジム」を行った。
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（単位：千円）

担 当 部 署

10,706 9,672 1,034 高齢者福祉課

・認定申請件数（士別市のみ） 923人
・審査件数（圏域審査件数） 1,341人
・審査会開催回数 60回
　（参考）
　R7.3末現在　　　士別市要支援・要介護認定者数
　・要支援１ 212人
　・要支援２ 193人
　・要介護１ 327人
　・要介護２ 243人
　・要介護３ 205人
　・要介護４ 172人
　・要介護５ 119人

758,587 758,587 0 高齢者福祉課

・給付件数 13,896件

464,786 464,786 0 高齢者福祉課

・給付件数 3,526件

844,124 844,124 0 高齢者福祉課

・給付件数 3,056件

2,703 2,341 362 高齢者福祉課

・給付件数 62件

　要介護者に対する居宅介護サービス費用の7～9割分を給付した。

　要介護者に対する地域密着型介護サービス費用の7～9割分を給付した。

　要介護者に対する施設介護サービス費用の7～9割分を給付した。

№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

74 介護認定審査事業
　介護認定を希望する被保険者に対して、士別圏域（士別市、剣淵町、和寒町、幌加内
町）で共同設置する介護認定審査会で判定した。

75 居宅介護サービス
給付事業

76 地域密着型介護
サービス給付事業

77 施設介護サービス
給付事業

78 介護福祉用具購入
事業 　要介護者が使用する排泄関連用具や入浴関連用具等に対し、購入費用の7～9割分を給付

した。
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担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

4,752 4,210 542 高齢者福祉課

・給付件数 60件

93,889 93,775 114 高齢者福祉課

・給付件数 6,186件

50,881 50,881 0 高齢者福祉課

・給付件数 2,818件

6,299 6,299 0 高齢者福祉課

・給付件数 116件

1,281 1,281 0 高齢者福祉課

・給付件数 39件

2,957 2,957 0 高齢者福祉課

・給付件数 36件

9,474 9,474 0 高齢者福祉課

・給付件数 2,109件

65,773 65,578 195 高齢者福祉課

・支給件数 5,614件

　要支援者に対する居宅介護予防サービス費用の7～9割分を給付した。

　要支援者に対する地域密着型介護予防サービス費用の7～9割分を給付した。

79 介護住宅改修事業
　要介護者が居住する住宅の手すり設置、段差解消等小規模な改修に対し、購入費用の7～
9割分を給付した。

80 居宅介護サービス
計画事業 　要介護者に対し、効果的かつ効率的なサービスが受けられるよう、居宅介護サービス計

画の作成に対し10割分を給付した。

81 介護予防サービス
給付事業

82 地域密着型介護予
防サービス給付事
業

83 予防福祉用具購入
事業 　要支援者が使用する排泄関連用具や入浴関連用具等に対し、購入費用の7～9割分を給付

した。

84 予防住宅改修事業
　要支援者が居住する住宅の手すり設置、段差解消等小規模な改修に対し、購入費用の7～
9割分を給付した。

85 介護予防サービス
計画事業 　要支援者に対し、効果的かつ効率的なサービスが受けられるよう、居宅介護サービス計

画の作成に対し10割分を給付した。

86 高額介護サービス
事業 　介護サービス利用料が高額となったとき、世帯区分に応じて利用料の一部を給付した。

-16-



担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

8,000 6,751 1,249 高齢者福祉課

・支給件数 301件

1,876 149 1,727 高齢者福祉課

・施設入浴サービス 11件

84,799 79,499 5,300 高齢者福祉課

・支給件数 4,803件

61,173 57,648 3,525 高齢者福祉課

・審査支払手数料 158
・訪問型サービス 14,505
・通所型サービス 42,784
・総合事業高額介護サービス等 201

14,550 13,930 620 高齢者福祉課

・介護予防ケアマネジメント作成件数 1,665件

6,135 5,683 452 高齢者福祉課

・いきいきサロン参加者延人数 5,201人

87 高額医療合算介護
サービス事業 　医療費と介護サービス利用料の合計が高額となったとき、世帯区分に応じて負担額の一

部を給付した。

88 特別給付事業
　自宅での入浴が困難な方を機械浴設備のある施設へ移送し、入浴介助を受けた方に対し
利用料の助成を行った。

89 特定入所者サービ
ス事業 　施設入所、短期入所サービス利用者の食費と居住（滞在）費について世帯区分に応じて

補足給付を行った。

90 サービス事業
　一般高齢者及び要支援者に相当する状態等の者を対象に、介護予防や生活支援サービス
を総合的に実施した。

91 介護予防ケアマネ
ジメント事業 　介護予防に関するマネジメント（アセスメント、介護予防ケアプラン、事業評価）を実

施した。

92 一般介護予防事業
　地域サロンを開催する自治会等への支援を行ったほか、心身の介護予防のためのいきい
きサロンを開催した。また、認知症である本人や介護する家族への支援・見守りについて
考える機会となるよう、啓発イベントを実施した。
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担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

13,476 12,334 1,142 高齢者福祉課

2,233 1,044 1,189 高齢者福祉課

90 34 56 高齢者福祉課

180 92 88 高齢者福祉課

201 37 164 高齢者福祉課

・認知症サポーター養成講座参加者数 277人

30 8 22 高齢者福祉課

93 総合相談事業
　総合相談業務を在宅介護支援センターに委託し、地域包括支援センターと在宅介護支援
センターが本人・家族・近隣住民等からの総合相談窓口として、情報提供や関係機関の紹
介等を行った。

94 権利擁護事業
　認知症等により判断能力が十分でない高齢者が、成年後見制度を活用する際の支援を
行った。

95 包括的・継続的ケ
アマネジメント支
援事業

　市内介護支援専門員支援のため、介護支援専門員研修会を開催した。

96 介護給付等費用適
正化事業 　利用者に対する適切な介護サービスを確保するため、市内介護支援専門員に対し、ケア

プラン点検を行った。

97 家族介護支援事業
　認知症サポーター養成講座を開催した。

98 住宅改修支援事業
　介護サービスを利用しておらず、住宅改修の利用のみが必要な高齢者に対して、住宅改
修に必要な理由書作成経費を支給した。

【相談受付実績】 （単位：件）
電話 来所 訪問 その他 計

地域包括支援センター 5,079 426 3,767 82 9,354
在宅介護支援センターふれあい 2,107 48 4,576 10 6,741
在宅介護支援センターしあわせ 3,340 114 3,649 311 7,414
在宅介護支援センターみどり 630 44 917 16 1,607

計 11,156 632 12,909 419 25,116
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担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

10,272 8,779 1,493 高齢者福祉課

232 87 145 高齢者福祉課

271 129 142 高齢者福祉課

1,341 489 852 高齢者福祉課

4,950 3,555 1,395 高齢者福祉課

・介護用品購入券利用件数 3,169件
・短期入所無料利用券利用日数 88日

99 地域自立生活支援
事業 　配食サービス事業では、見守り等を目的に高齢者支援を実施したほか、福祉パトロール

事業では、電話等による見守り及び安否確認を実施し、緊急通報サービス事業では、ひと
り暮らし高齢者や重度の身体障がい者等に緊急通報装置を貸与し、急病等の緊急時におけ
る救急活動の迅速化を図った。

100 在宅医療・介護連
携推進事業 　医療と介護の連携が円滑に行えるよう、連携ツールの活用等を行い、顔の見える関係を

構築した。

101 生活支援体制整備
事業 　社会福祉協議会や生活・介護支援サポーター等からなる協議体を設置し、公的サービス

で担えない高齢者の困りごとに対する仕組みづくりについて協議を行った。

102 認知症総合支援事
業 　認知症についての相談が必要な認知症高齢者及びその家族等に対し、専門的な相談支援

及び家族の集いの場を提供した。

103 在宅介護慰労事業
　要介護4または5に認定された要介護者を自宅で介護する方の支援のため、介護用品購入
券及び無料短期入所利用券を支給した。
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（単位：千円）

担 当 部 署

951 492 459 　新型コロナウイルスの5類移行対応を行った 保健福祉センター
【繰越明許】

3,800 2,443 1,357 保健福祉センター

・支給件数　　　　　　　　 　6件

3,261 3,261 0 市民の健診（検診）結果等を一元的に管理する健康管理システムを更新した。 2,156 保健福祉センター
　・健康管理システム改修 1,105
　・クラウドサービス導入費用（備荒資金償還金）　　

9,327 7,209 2,118 保健福祉センター
　・妊婦健康診査　　　　　　　　　14回　606人
　　　超音波検査　　　　　　　　　 6回　228人
　・マタニティスクール　　　　　　 6回　 36人
　・先天性股関節脱臼検診　　　　　12回 　51人
　・乳児健康診査・健康相談　　　　12回  170人
　・1歳6ヵ月児健康診査　　　　　　12回　 60人
　・2歳児健康相談　　　　　　　　 12回　 50人
　・3歳児健康診査　　　　　　　　 12回 　79人
　・新生児訪問（乳児全戸訪問）　       　53人
　・妊産婦交通費助成　　　　　　　　　　 38件
　・産後ケア事業　             実27人　延62人
　・産婦健康診査　           　実51人　延80人
　・新生児聴覚検査　　　　　　　　　　　 53人
　・多胎妊婦健康診査費助成　　　　　　  　1人
　・1ヵ月児健康診査料助成　　　　　　 　 27人

　妊産婦及び乳幼児の健康の管理及び保持増進、健全な育成を図るため、各種事業を実施

№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

104 新型コロナウイル
スワクチン接種事

105 未熟児養育医療給
付事業 　入院を必要とする重症未熟児に、指定養育医療機関において養育に必要な医療費を支給

した。

106 健康管理システム
整備事業

107 母子保健事業
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担 当 部 署№ 事 業 名 予算額 決算額 増減 事 業 の 概 要

1,548 1,173 375 保健福祉センター

　・骨粗しょう症検診　　62人
　・若年者健康診査　　　38人
　・生活保護者健診　　 　8人
　・成人歯周病検診　　　54人

14,578 14,175 403 保健福祉センター

　・胃がん検診　　　546人
　・肺がん検診　　　850人
　・大腸がん検診　　766人
　・子宮頚がん検診　382人　
　・乳がん検診　　　392人

159 51 108 保健福祉センター

　・食育市民会議の開催　　　　　　　１回 
　・「食育の日に作ろう！しっかり野菜349ｇレシピ」　　　　HP等での周知　５回

507 507 0 保健福祉センター

　・特定不妊治療費　実4人延8人
　・先進不妊治療費助成　実5人延7人
　・不育治療費助成　0人

1,521 1,521 0 保健福祉センター
　・成人病健診センター空調設備設置工事（竣工払い） 1,034
　・電子スパイロメーター　チェストグラフ購入 467
  ・眼底カメラ用フォトプリンタ購入 20

6,897 6,600 297 　経年劣化に伴い、屋上防水およびエレベーターの改修工事等を実施した。 保健福祉センター
　・保健福祉センター冷房設置工事 6,600

　成人病健診センターにおける診断機器の更新、空調設備設置工事を実施した。

108 成人保健事業
　生活習慣病予防の普及啓発、さらには早期発見、早期治療を図るため、各種検診を実施
した。

109 がん検診事業
　がんの早期発見、早期治療に結びつけるため、がん検診を実施した。

110 食育推進事業
　食育を総合的に推進するとともに、市民が健康で豊かな食生活を実践するためレシピ普
及等を行った。

111 特定不妊・不育治
療費助成事業 　希望しても妊娠・出産が難しい方に、経済的負担の軽減を図るため、その治療費用の一

部を助成した。

112 成人病健診セン
ター整備事業

113 保健福祉センター
整備事業
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